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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回                次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会    計    期    間 

自 平成16年 
  4月１日 
至 平成16年 
  9月30日 

自 平成17年
  4月１日 
至 平成17年 
  9月30日 

自 平成18年
  4月１日 
至 平成18年 
  9月30日 

自 平成16年 
  4月１日 
至 平成17年 
  3月31日 

自 平成17年
  4月１日 
至 平成18年 
  3月31日 

売       上       高 (百万円) 12,959 14,921 15,473 32,380 37,020 

経    常    利    益  (百万円) 17 177 101 1,051 1,140 

中間(当期)純利益又は 
中 間 純 損 失 (△) 

(百万円) △      10 46 32 602 596

純    資    産    額 (百万円) 15,361 15,267 15,606 15,740 15,516 

総    資    産    額 (百万円) 22,751 22,932 22,993 24,309 24,841 

１株当たり純資産額 (円) 765.51 761.75 753.15 781.78 771.20 

１ 株 当 た り 中 間 
(当期)純利益金額又は 
中間純損失金額 (△) 

(円) △    0.51 2.31 1.61 26.85 26.59

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 中 間 
(当期)純 利 益 金 額 

(円) ― ― ― ― ―

自 己 資 本 比 率 (％) 67.5 66.6 65.6 64.7 62.5 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 510 236 1,453 859 △    522

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △     106 △      35 △     597 △    450 △    758

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △     409 △     614 △     405 △    621 △    819

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 4,701 4,080 2,842 4,493 2,392

従    業    員    数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
919 
[251]

940
[301]

943
[326]

909 
[271] 

926
[308]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 第52期の1株当たり配当額40円には、特別配当20円(会社創立50周年記念)を含んでいる。 

４ 第53期の1株当たり配当額30円には、特別配当10円(社名変更に伴う記念)を含んでいる。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

回                次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会    計    期    間 

自 平成16年 
  4月１日 
至 平成16年 
  9月30日 

自 平成17年
  4月１日 
至 平成17年 
  9月30日 

自 平成18年
  4月１日 
至 平成18年 
  9月30日 

自 平成16年 
  4月１日 
至 平成17年 
  3月31日 

自 平成17年
  4月１日 
至 平成18年 
  3月31日 

売      上        高 (百万円) 10,837 12,641 13,201 27,931 31,673 

経  常  利  益  又は 
経  常  損  失(△) 

(百万円) △       7 144 226 887 871

中間(当期)純利益又は 
中 間 純 損 失 (△) 

(百万円) △       9 33 124 511 455

資       本       金 (百万円) 2,847 2,847 2,847 2,847 2,847 

発 行 済 株 式 総 数 (千株) 21,226 21,226 21,226 21,226 21,226 

純    資    産    額 (百万円) 14,097 13,914 13,718 14,383 14,033 

総    資    産    額 (百万円) 20,005 19,901 20,168 21,663 22,182 

１株当たり純資産額 (円) 702.54 694.24 684.69 715.04 698.10 

１ 株 当 た り 中 間 
(当期)純利益金額又は 
中間純損失金額(△) 

(円) △    0.50 1.66 6.21 23.23 20.50

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 中 間 
(当期)純 利 益 金 額 

(円) ― ― ― ― ―

１ 株 当 た り 中 間 
(年 間) 配   当   額 

(円) 10 10 10 40 30

自 己 資 本 比 率 (％) 70.5 69.9 68.0 66.4 63.3 

従    業    員    数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
546 
[7]

551
[9]

573
[9]

534 
[7] 

543
[9]



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年9月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年9月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 (人) 

電  気  通  信  工  事  事  業 
                               722 

[320] 

そ   の   他   の   事   業 
34 
[  -] 

全        社   ( 共  通 ) 
                                187 

[  6] 

合          計 
                                943 

[326] 

従 業 員 数 (人) 
573  
[  9] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

   当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大、雇用・所得環境の改

善に伴う個人消費の増加基調が続き、景気は国内民間需要を中心とした回復基調が維持されている。 

  一方、情報通信分野においては、光ブロードバンドの本格化に伴い、光アクセス、インターネット、モバイル等に

よる通信手段の多様化や、固定電話と移動電話、通信と放送の融合等ネットワークおよび事業構造の大きな変革が始

まっている。 

  また、当社グループの主たる取引先であるＮＴＴグループにおいては、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」(平成17年

11月発表)に基づき、次世代ネットワーク網を構築し、高品質ＩＰ電話・映像配信システム等ブロードバンド・ユビキ

タスサービスの展開を積極的に推進されている。 

  また、各移動通信キャリアにおいても、番号ポータビリティサービスの導入や第３世代携帯電話エリア拡大等に向

け堅調な設備投資が行なわれている。 

  このような経営環境の中、当中間連結会計期間における子会社８社を含む当社グループの業績については、ＮＴＴ

東日本からの光ブロードバンド関連工事が当初計画を下回り、子会社の収支悪化を招いたものの、携帯電話のエリア

拡大に伴うモバイル関連工事等が当初計画を上回るなどおおむね順調に推移している。 

その結果、売上高は154億73百万円（前年同期149億21百万円）、経常利益は1億1百万円（前年同期1億77百万円）、

中間純利益は32百万円（前年同期46百万円）となった。 

       

①事業の種類別セグメント 

(電気通信工事事業)        東北地方における光ブロードバンドの本格化に伴い、光ケーブル関連工事や携帯

電話のエリア拡大に伴うモバイル関連工事等が順調に推移した結果、当中間連結会

計期間における受注高は 200億82百万円(前年同期比119.4%)、完成工事高は153億

97百万円(前年同期比104.2%)となった。 

  

 (その他の事業)      その他の事業としては、情報通信関連商品の販売・施工、防風雪・防砂フェンス

の環境改善事業等の販売拡大に努めた結果、当中間連結会計期間における受注高は

75百万円(前年同期比54.3%)、完成工事高は75百万円(前年同期比54.3%)となった。

  

  

  

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会計期間

に比べ12億37百万円減少の28億42百万円となった。 

   当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

〔 営業活動によるキャッシュ・フロー 〕 

   当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は14億53百万円（前中間連結会計期間は2億36百万円

の資金の獲得）となった。これは、売上債権の減少44億58百万円、未成工事支出金の増加16億35百万円、仕入債務



の減少9億96百万円等によるものである。 

〔 投資活動によるキャッシュ・フロー 〕 

   当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は5億97百万円（前中間連結会計期間は35百万円の資

金の使用）となった。これは、定期預金の純増加額478百万円、固定資産（有形・無形）の取得による支出84百万

円、投資有価証券の取得による支出41百万円等によるものである。 

〔 財務活動によるキャッシュ・フロー 〕 

   当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は4億5百万円（前中間連結会計期間は6億14百万円の

資金の使用）となった。これは、配当金の支払額4億円の支出等によるものである。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

  

(2) 売上実績 

当中間連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

  

  

区          分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

電気通信工事事業 

通信設備所外工事 13,343 103.8 

通信設備所内工事 4,806 239.6 

通信工事材料販売 1,932 98.3 

計 20,082 119.4 

そ   の   他   の   事   業 75 54.3 

合         計 20,157 118.8 

区          分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

電気通信工事事業 

通信設備所外工事 9,996 100.9 

通信設備所内工事 3,468 119.3 

通信工事材料販売 1,932 98.3 

計 15,397 104.2 

そ   の   他   の   事   業 75 54.3 

合         計 15,473 103.7 

相   手  先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

東日本電信電話株式会社
(ＮＴＴ東日本) 

9,017 60.4 9,100 58.8

株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモ東北 

1,753 11.8 2,295 14.8



なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は、次のとおりである。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合には、期中受注工事高にその増減額を含めてい

る。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して上半期と通期の工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３

年間についてみても次のように変動している。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

期        別 工事種別 
期首繰越 
工 事 高 
(百万円) 

期中受注
工 事 高 
(百万円) 

計
(百万円) 

期中完成
工 事 高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期  中
施工高 
(百万円) 手持工事高

(百万円) 

うち施工高 

(％) (百万円) 

前   上   半   期 
  

(自平成17年4月１日 
  

至平成17年9月30日) 

電気 
通信 
工事 
事業 

通信設備 
所外工事 1,416 12,256 13,673 9,613 4,060 29 1,193 10,466

通信設備 
所内工事 2,544 1,978 4,522 2,888 1,634 63 1,031 3,589

その他の事業 0 139 139 139 ― ― ― 139

計 3,961 14,374 18,335 12,641 5,694 39 2,224 14,194

当   上   半   期 
  

(自平成18年4月１日 
  

至平成18年9月30日) 

電気 
通信 
工事 
事業 

通信設備 
所外工事 2,484 12,963 15,447 9,670 5,776 32 1,831 11,003

通信設備 
所内工事 1,388 4,792 6,181 3,455 2,725 36 988 4,173

その他の事業 ― 75 75 75 ― ― ― 75

計 3,872 17,831 21,703 13,201 8,502 33 2,819 15,252

前            期 
  

(自平成17年4月１日 
  

至平成18年3月31日) 

電気 
通信 
工事 
事業 

通信設備 
所外工事 1,416 24,687 26,104 23,620 2,484 20 498 23,778

通信設備 
所内工事 2,544 6,599 9,143 7,755 1,388 19 269 7,694

その他の事業 ― 298 298 298 ― ― ― 298

計 3,961 31,585 35,546 31,673 3,872 20 768 31,771

期  別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
(Ａ) 
(百万円) 

上半期 
(Ｂ) 
(百万円) 

(Ｂ)/(Ａ)
(％) 

１年通期
(Ｃ) 
(百万円) 

上半期
(Ｄ) 
(百万円) 

(Ｄ)/(Ｃ) 
(％) 

第51期 25,507 12,338 48.4 25,812 8,979 34.8 

第52期 29,372 13,964 47.5 27,931 10,837 38.8 

第53期 31,585 14,374 45.5 31,673 12,641 39.9 

第54期 ― 17,831 ― ― 13,201 ― 



(3) 完成工事高 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 完成工事のうち主なものは次のとおりである。 

 前上半期 請負金額5千万円以上の主なもの 

 当上半期 請負金額5千万円以上のもの 

３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。 

  

  

期            別 区      分 

東日本電信電話
株式会社 
(NTT東日本) 
(百万円) 

そ  の  他
(百万円) 

計 
(百万円) 

前   上   半   期 
  

(自平成17年4月１日 
  

至平成17年9月30日) 

電気通信 
工事事業 

通信設備 
所外工事 

8,673 939 9,613

通信設備 
所内工事 

343 2,544 2,888

そ の 他 の 事 業 ― 139 139 

計 9,016 3,624 12,641 

当   上   半   期 
  

(自平成18年4月１日 
  

至平成18年9月30日) 

電気通信 
工事事業 

通信設備 
所外工事 

8,806 864 9,670

通信設備 
所内工事 

292 3,162 3,455

そ の 他 の 事 業 ― 75 75 

計 9,099 4,102 13,201 

NTT東日本㈱設備部エンジニアリングセンタ東北総括部門 山形(酒田16-009)通信設備総合工事 

NTT東日本㈱設備部エンジニアリングセンタ東北総括部門 秋田(秋田17-003)通信設備総合工事 

NTT東日本㈱設備部エンジニアリングセンタ東北総括部門 宮城(仙台16-064)通信設備総合工事 

日本電気システム建設エンジニアリング㈱ ボーダフォン東北維持管理工事 

東日本電信電話株式会社 宮城支店 宮城(仙台17-015)通信設備総合工事(基盤) 

東日本電信電話株式会社 岩手支店 岩手(宮古17-007)通信設備総合工事(アクセス) 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北 温海戸沢G184光ケーブル方式工事(土木) 

東日本電信電話株式会社 岩手支店 岩手(宮古17-006)通信設備総合工事(アクセス) 

相    手    先 

前   上   半   期 当   上   半   期 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

東日本電信電話株式会社
(ＮＴＴ東日本) 

9,016 71.3 9,099 68.9

株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモ東北 

1,753 13.9 2,295 17.4 



(4) 手持工事高(平成18年9月30日現在) 

  

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 手持工事のうち請負金額5千万円以上の主なものは、次のとおりである。 

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間においては、平成18年7月に発表した「第２次中期経営計画」(平成18年度～平成22年度)に基づ

き、高度な技術者の育成、現場力の強化を図るとともに業務の効率化、コスト競争力の強化に取組んでいる。  

区        分 
東日本電信電話株式会社
(NTT東日本)(百万円) 

その他(百万円) 計(百万円) 

電気通信 
工事事業 

通信設備 
所外工事 

4,218 1,557 5,776

通信設備 
所内工事 

102 2,623 2,725

そ  の  他  の  事  業 ― ― ― 

計 4,321 4,180 8,502 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

東北支店 

地下鉄東西線建設工事(仮称仙台駅)に 

係わるＮＴＴ施設の土工等工事２ 

平成18年11月完成予定 

仙台防衛施設局 大湊外(17)構内線路整備工事 平成18年12月完成予定 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

ネットワーク設備事業部 

青森(車力)アクセス系光設備工事 

(土木)他 

平成19年 2月完成予定 

東日本電信電話株式会社 宮城支店 

  

宮城(石巻18-002)通信設備総合工事 

(アクセス) 

平成19年 3月完成予定 

東日本電信電話株式会社 宮城支店 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

宮城(古川18-001)通信設備総合工事 

(アクセス) 

平成19年 3月完成予定 



  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

電気通信工事事業の生産性、品質の向上及び安全確保のため、作業に必要な機械・工具・測定器等 

各種装置の開発に取組むとともに、平成17年12月に完成した開発・研修センタにおいてＩＴ化時代に向け、多面的な

情報・通信の応用技術の開発及び社内業務効率化のためのシステム開発をすすめている。 

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発の概要は以下のとおりであり、研究開発費として4百万円を投

入した。 

  

(1) 電気通信工事事業 

①４０ＡＲＲ用ジャンパー端子部コードの開発 

   ＮＴＴビル内で４０ＡＲＲ弾器へのジャンパー線付け線後の回線確認を行う際、端子位置を間違いがなく迅速

に確認できるコードを開発中。 

②梯子センターリングの開発 

高所作業時に使用する梯子上部へ昇降用転落防止器具の親綱フックをワンタッチで簡単に取付けられる軽量なリ

ングを開発中。 

③光ケーブル測定用８連アダプタの開発 

光ケーブルの試験を行う際、ＳＣコネクタを事前にアダプタに挿入しておくことにより局内試験の作業効率を向

上させるツールを開発中。 

④φ５０Ｖ管ベンダーの開発 

狭隘且つ構造物が多く設置された場所での地下管路工事において、構造物を回避するためにφ５０mm以下のビニ

ル管曲線加工を容易に行うための電熱式巻付型ビニル管加工工具を開発中。 

  

(2)その他の事業 

特に記載すべき事項はない。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。 

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はない。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数・資本金等の状況】 

  

  

種           類 発行可能株式総数(株) 

普   通   株   式 66,428,000 

計 66,428,000 

種  類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内  容 

普通株式 21,226,071 21,226,071
東京証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 21,226,071 21,226,071 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年4月１日～ 
平成18年9月30日 

― 21,226,071 ― 2,847 ― 2,641



(4) 【大株主の状況】 

平成18年9月30日現在 

(注) 自己株式   1,189千株(5.60%)を保有している。 

  

 (5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年9月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれている。また、「議決権の数」欄に
は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数9個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式792株が含まれている。 
  

  

氏 名 又 は 名 称 住          所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

エムエルアイ イ-エフジ- ノン
トリ-ティ カストディ- アカウ
ント 
(常任代理人メリルリンチ日本証
券㈱) 

イギリス・ロンドン
(東京都中央区日本橋1-4-1) 

1,235 5.82

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 1,042 4.91 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 1,019 4.80 

株式会社七十七銀行 仙台市青葉区中央3-3-20 989 4.66 

ＴＴＫ従業員持株会 仙台市若林区新寺1-2-23 604 2.85 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関3-7-3 525 2.47 

株式会社アイチコーポレーション 埼玉県上尾市大字領家字山下1152-10 514 2.42 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 477 2.25 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1-8-11 354 1.67 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1-2-1 323 1.52

計 ― 7,083 33.37 

区     分 株式数(株) 議決権の数(個) 内     容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,189,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

19,826,000 
19,826 ― 

単元未満株式 
普通株式 

211,071 
― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 21,226,071 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,826 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年9月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  

所有者の氏名 
又は名称等 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社 ＴＴＫ 

仙台市若林区新寺1-2-23 1,189,000 ― 1,189,000 5.60

計 ― 1,189,000 ― 1,189,000 5.60 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 920 883 825 796 779 775 

最低(円) 854 810 719 720 735 735 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第

14号)に準じて記載している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)

に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してい

る。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)

及び当中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成

17年4月1日から平成17年9月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の中間財務諸表

について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

現金預金   3,045   2,692   2,004   

受取手形・売掛金 ※２ 832   729   838   

完成工事未収入金   5,165   5,435   9,785   

有価証券   1,346   674   632   

未成工事支出金   2,365   2,555   920   

その他たな卸資産   654   608   584   

その他   554   566   543   

貸倒引当金   △        10   △        10   △        10   

流動資産合計   13,953 60.8 13,251 57.6 15,297 61.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産  ※１             

建物・構築物   1,489   2,123   2,184   

機械・運搬具   88   67   78   

土地   2,670   2,580   2,580   

その他   239   205   209   

有形固定資産合計   4,487   4,976   5,052   

２ 無形固定資産   328   329   333   

３ 投資その他の資産               

投資有価証券   3,272   2,932   3,187   

繰延税金資産   731   855   817   

その他   169   659   162   

貸倒引当金   △       12   △       11   △       10   

投資その他の資産合計   4,162   4,436   4,157   

固定資産合計   8,978 39.2 9,742 42.4 9,543 38.4 

資産合計   22,932 100.0 22,993 100.0 24,841 100.0 



  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

工事未払金   1,922   2,352   3,208   

買掛金   1,322   1,161   1,301   

未払法人税等   73   93   354   

未成工事受入金   234   150   171   

完成工事補償引当金   2   2   2   

その他   517   458   687   

流動負債合計   4,072 17.8 4,218 18.3 5,726 23.0 

Ⅱ 固定負債               

退職給付引当金   2,825   2,986   2,903   

役員退職慰労引当金   126   168   146   

連結調整勘定   30   ―   18   

負ののれん   ―   10   ―   

その他   109   3   4   

固定負債合計   3,091 13.5 3,168 13.8 3,072 12.4 

負債合計   7,164 31.3 7,386 32.1 8,799 35.4 

(少数株主持分)               

少数株主持分   500 2.1 ― ― 525 2.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   2,847 12.4 ― ― 2,847 11.5 

Ⅱ 資本剰余金   2,641 11.5 ― ― 2,641 10.6 

Ⅲ 利益剰余金   9,204 40.2 ― ― 9,554 38.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   925 4.0 ― ― 829 3.3 

Ⅴ 自己株式   △       352 △1.5 ― ― △       357 △1.4 

資本合計   15,267 66.6 ― ― 15,516 62.5 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

22,932 100.0 ― ― 24,841 100.0

    



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   ― 2,847 ― 

２ 資本剰余金   ― 2,641 ― 

３ 利益剰余金   ― 9,122 ― 

４ 自己株式   ― △  358 ― 

株主資本合計   ― 14,253 62.0 ― 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券 
  評価差額金 

― 836 ― 

評価・換算差額等 
合計 

― 836 3.6 ― 

Ⅲ 少数株主持分   ― 516 2.3 ― 

純資産合計   ― 15,606 67.9 ― 

負債純資産合計   ― 22,993 100.0 ― 

    



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 完成工事高     14,921 100.0   15,473 100.0   37,020 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     13,353 89.5   14,083 91.0   33,037 89.2 

完成工事総利益     1,567 10.5   1,390 9.0   3,982 10.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   1,446 9.7   1,347 8.7   2,933 8.0 

営業利益     121 0.8   42 0.3   1,048 2.8 

Ⅳ 営業外収益                     

受取利息   4     4     9     

受取配当金   16     23     37     

連結調整勘定償却額   27     ―     39     

負ののれん償却額   ―     16     ―     

雑収入   16 65 0.4 17 62 0.4 28 114 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

雑支出   10 10 0.1 3 3 0.0 22 22 0.0 

経常利益     177 1.1   101 0.7   1,140 3.1 

Ⅵ 特別利益                     

前期損益修正益 ※2 27     ―     20     

投資有価証券売却益   1     0     117     

その他特別利益   ― 29 0.2 1 1 0.0 ― 138 0.4 

Ⅶ 特別損失                     

前期損益修正損 ※3 25     ―     21     

固定資産売却損 ※4 71     0     77     

固定資産除却損 ※5 3     3     4     

減損損失 ※6 4     ―     89     

特別退職金 ※7 2     ―     ―     

役員退職慰労引当金 
繰入額 

※8 ―     21     ―     

社名変更費用   18     ―     23     

その他特別損失   14 139 0.9 ― 24 0.2 14 230 0.6 

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

    66 0.4   78 0.5   1,047 2.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

※9 44     59     474     

法人税等調整額   △ 25 18 0.1 △ 23 36 0.2 △ 47 426 1.2 

少数株主利益     1 0.0     9 0.0   24 0.1 

中間(当期)純利益     46 0.3   32 0.2   596 1.6 

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,641   2,641 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

2,641 2,641

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     9,823   9,823 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

中間(当期)純利益   46 46 596 596 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

株主配当金   601   802   

役員賞与金   63 665 63 865 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

9,204 9,554

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

  

(注)平成18年6月(連結子会社は5月)の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 2,847 2,641 9,554 △  357 14,686 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当 (注)     △  400   △  400 

  役員賞与 (注)   △   63   △   63

 中間純利益     32   32 

 自己株式の取得       △    0 △    0 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間の変動額(純額) 
       

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― △  432 △    0 △  433

平成18年9月30日残高(百万円) 2,847 2,641 9,122 △  358 14,253 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 829 829 525 16,041 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当 (注)       △  400 

  役員賞与 (注)       △   63 

 中間純利益       32 

 自己株式の取得       △    0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

6 6 △    8 △    1

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

6 6 △    8 △  434

平成18年9月30日残高(百万円) 836 836 516 15,606 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  

  

  

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フ ロ ー 計算書 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日)

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 66 78 1,047

減価償却費   159 165 342 

連結調整勘定償却額   △          27 ― △          39 

負ののれん償却額  ― △           16 ―

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 △           7 1 △           9

退職給付引当金の増加額   118 82 196 

受取利息及び受取配当金   △          21 △           27 △          46 

投資有価証券売却益   △           1 △      0 △         117 

減損損失   4 ― 89 

固定資産除売却損   75 3 82 

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 2,416 4,458 △    2,208

未成工事支出金の 
増加額 

 △   1,551 △  1,635 △         106

その他たな卸資産の 
増減額(増加:△) 

 △      26 △     24 43

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 △         723 △          996 541

未成工事受入金の 
増減額(減少：△) 

 213 △     21 151

未払金の増減額(減少:△)   △         164 △          262 26 

その他   △       48 △           77 △       25 

小    計   482 1,728 △       33 

利息及び配当金の受取額   20 27 45 

確定拠出年金制度移行 

に伴う臨時拠出額 
 △           5 ― △         107

法人税等の還付額   58 0 58 

法人税等の支払額   △         319 △          302 △         486 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 236 1,453 △         522



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フ ロ ー 計算書 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日)

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の純増減額 
(増加:△) 

  43 △         478 10 

有形固定資産の売却 
による収入 

 25 0 28

有形固定資産の取得 
による支出 

 △          43 △          45 △         845

無形固定資産の取得 
による支出 

 △          59 △          38 △         104

有価証券の売却によ 
る収入 

 100 ― 300

投資有価証券の取得 
による支出 

 △         100 △          41 △         299

投資有価証券の売却 
による収入 

 2 6 142

貸付けによる支出   △         54 △          25 △         83 

貸付金の回収による収入   51 27 93 

その他   △      1 △      1 △      1 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △   35 △         597 △         758

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

配当金の支払額   △         601 △         400 △         802 

少数株主への配当金の 
支払額 

 △        4 △        3 △          4

自己株式の取得 
による支出 

 △        8 △        0 △         13

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △      614 △      405 △        819

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増減額(減少:△) 

 △      413 450 △      2,101

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 4,493 2,392 4,493

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,080 2,842 2,392

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項  目 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日) 

１ 連結の範囲に関

する事項 

連結子会社の数 

 連結子会社  8 社 

 非連結子会社 ―社 

連結子会社の数 

 連結子会社  同左 

 非連結子会社 同左 

連結子会社の数 

 連結子会社  同左 

 非連結子会社 同左 

  連結子会社名 

東北通産㈱ 

東部電話工事㈱ 

北部電設㈱ 

盛岡電話工事㈱ 

八甲通信建設㈱ 

千秋通信建設㈱ 

山形通信工事㈱ 

福島電話工事㈱ 

連結子会社名 

同左 

連結子会社名 

同左 

２ 持分法の適用に

関する事項 

該当事項はない。 同左 同左 

３  連結子会社の

(中間)決算日等に

関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

している。 

同左  連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致してい

る。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

      

 (1) 重要な資産の

評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している) 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定している) 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

      決算期末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ている) 

     時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

  未成工事支出金 

    個別法による原価

法 

② たな卸資産 

  未成工事支出金 

同左 

② たな卸資産 

  未成工事支出金 

同左 

    その他たな卸資産 

   商品 

  移動平均法によ

る原価法 

  その他たな卸資産 

   商品 

同左 

  その他たな卸資産 

   商品 

同左 

     材料貯蔵品 

  先入先出法によ

る原価法 

   材料貯蔵品 

同左 

   材料貯蔵品 

同左 



  

  

項  目 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日) 

 (2) 重要な減価償

却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成10

年4月1日以降に取得した

建物(建物附属設備を除

く)については定額法)を

採用している。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりである。 

   建物・構築物 

3 ～ 50年 

   機械・運搬具 

3 ～ 14年 

   工具器具・備品 

5 ～ 10年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法を採用してい

る。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用している。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金

の計上基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上している。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、

過去の補償実績による見

積額を計上している。 

② 完成工事補償引当金 

同左 

  

② 完成工事補償引当金 

同左 

  

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上している。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上してい

る。 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上

している。   



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項  目 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日) 

   数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により発生の翌連結

会計年度から費用処理す

ることとしている。 

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

することとしている。 

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により発生の翌連結

会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

することとしている。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としている。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

することとしている。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上してい

る。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支 

 給に備えるため、内規に 

 基づく期末要支給額を計 

上している。 

(4) 重要なリース取

引の処理方法 

  

  

  

  

  

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

 

 (5) その他中間連結財 

務諸表(連結財務諸

表)作成のための重

要な事項 

消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理 

税抜き方式によってい

る。 

消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理 

同左 

消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理 

同左 

  

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロ

ー計算書)における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3カ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなってい

る。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から3カ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 



会計処理の変更 
  

  

  
  
  
  
  
  
  
表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日)を適用してい

る。 

これにより、税金等調整前中間純

利益が4百万円減少している。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除している。 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第4号 平成17年11月29

日)を適用している。 

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益が、

それぞれ31百万円減少している。 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第5

号 平成17年12月9月)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第8号 平成17

年12月9日)を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、15,090百万円であ

る。 

なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ている。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会平成14年8

月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月

31日)を適用している。 

 これにより、税金等調整前当期純

利益が89百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。 

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 



  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

――――― ――――― (連結損益計算書関係) 

前期損益修正益は、特別利益の総

額の100分の10を超えたため、当連

結会計年度より区分掲記することと

した。 

なお、前連結会計年度は特別利

益の「その他特別利益」に7百万円

含まれている。 

――――― (中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間において、

「連結調整勘定」として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期

間から「のれん」又は「負ののれ

ん」と表示している。 

――――― 

――――― (中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間において、

「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、当中間連結会計

期間から「負ののれん償却額」と表

示している。 

――――― 

――――― (中間連結キャシュ・フロー計算書

関係) 

前中間連結会計期間において、

「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、当中間連結会計

期間から「負ののれん償却額」と表

示している。 

――――― 

前中間連結会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年3月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は3,540百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は3,726百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は3,642百万円である。 

――――― ※２  中間連結会計期間末日の満

期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済

処理している。 

   なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が中

間連結会計期間末日の残高に

含まれている。 

   受取手形   3百万円 

――――― 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 



  

・従業員給与手当 597百万円

・法定福利費 88  

・通信交通費 65  

・退職給付費用 62  

・従業員給与手当 508百万円

・法定福利費 76  

・通信交通費 68  

・退職給付費用 56  

・従業員給与手当 1,226 百万円 

・法定福利費   176   

・通信交通費   136   

・退職給付費用   116   

※２ 前期損益修正益の主なもの

は、前期未払賞与と支給額の差

額11百万円、前期仕入高修正6

百万円である。 

――――― ※２ 前期損益修正益の主なもの

は、前期未払賞与と支給額の差

額11百万円、前期仕入高修正6

百万円である。 

※３ 前期損益修正損の主なもの

は、前期未払賞与と支給額の差

額22百万円である。 

――――― 

  

※３ 前期損益修正損は、前期未払

賞与と支給額の差額21百万円で

ある。 

※４ 固定資産売却損の主要項目は

次のとおりである。 

・建物・構築物 7百万円

・土地 63  

※４ 固定資産売却損の主要項目

は次のとおりである。 

・機械・運搬具 0百万円

     

※４ 固定資産売却損の主要項目は

次のとおりである。 

・建物・構築物 9百万円 

・機械・運搬具 0  

・土地     68  

※５ 固定資産除却損の主要項目は

次のとおりである。 

・その他 3百万円

     

※５ 固定資産除却損の主要項目

は次のとおりである。 

・建物・構築物 0百万円

・機械・運搬具 0  

・その他 2  

※５ 固定資産除却損の主要項目は

次のとおりである。 

・建物・構築物 0百万円 

・機械・運搬具 0  

・その他 3  

     
※６ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上した。 

当社グループは、事業用資産

については管理会計上の区分を

基準として拠点別に、遊休資産

については個別の物件ごとにグ

ルーピングしている。 

場所 用途 種類 

秋田県 

鹿角市 
遊休 土地 

――――― 

  

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上した。 

当社グループは、事業用資産

については管理会計上の区分を

基準として拠点別に、遊休資産

については個別の物件ごとにグ

ルーピングしている。 

場所 用途 種類 

秋田県 

鹿角市 
遊休 土地 

岩手県 

一関市 
〃 

土地・ 

構築物 



  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日) 

鹿角市の土地については営業

所用地として取得していたが、

使用見込みがなくなったことに

より、帳簿価格を回収可能価額

まで減額し、当該減損額を減損

損失4百万円として特別損失に

計上したものである。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、近

隣の取引事例を基準として算定

している。 

  鹿角市の土地については営業

所用地として取得、また一関市

の土地・構築物については営業

所として使用していたが、今後

使用する見込みがなくなったた

め、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減損額を減損損

失89百万円(内、土地87百万円、

構築物1百万円)として特別損失

に計上したものである。 

    なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、鹿

角市の土地については近隣の取

引事例、また一関市の土地につ

いては不動産鑑定評価額を基準

として算定している。 

※７ 特別退職金は早期退職優遇措

置による退職者の特別加算金で

ある。 

――――― ――――― 

――――― ※８ 特別損失の役員退職慰労引

当金繰入額は、内規変更によ

る役員退職慰労金の過年度分

相当額である。 

――――― 

※９ 法人税、住民税及び事業税額

の算定に当たり、当事業年度の

利益処分において取崩すことを

予定している建物圧縮積立金の

額を考慮している。 

※９ 法人税、住民税及び事業税

額の算定に当たり、当事業年

度に取崩すことを予定してい

る建物圧縮積立金の額を考慮

している。 

――――― 

10 当社グループの完成工事高

は、通常の営業形態として、上

半期に比べ下半期に完成する工

事の割合が大きいため、連結会

計年度の上半期の完成工事高と

下半期の完成工事高との間に著

しい相違があり、上半期と下半

期の業績に著しい季節的変動が

ある。 

10     同左 ――――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加   1千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はない。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(千株) 

普通株式 21,226 ― ― 21,226 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(千株) 

普通株式 1,188 1 ― 1,189 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 400 20 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 200 利益剰余金 10 平成18年9月30日 平成18年11月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年9月30日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年9月30日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成18年3月31日) 

現金預金勘定 3,045百万円

預入期間３か月を 

超える定期預金 
△111  

有価証券勘定のうち 

MMF等資金としたもの 
1,146  

現金及び現金同等物 4,080  

現金預金勘定 2,692百万円

預入期間３か月を 

超える定期預金 
△123  

有価証券勘定のうち 

MMF等資金としたもの 
273  

現金及び現金同等物 2,842  

現金預金勘定 2,004 百万円

預入期間３か月を 

超える定期預金 
△144   

有価証券勘定のうち 

MMF等資金としたもの 
  532   

現金及び現金同等物 2,392   

前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移 １ リース物件の所有権が借主に移 １ リース物件の所有権が借主に移



  

  

(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成17年9月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具 181 94 87

その他 
固定 
資産 

89 58 31

合計 271 152 118

  

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具 197 120 76

その他 
固定 
資産 

86 72 13

合計 283 193 90

 
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
  

(百万円) 
機械・
運搬具 195 101 93 

その他
固定 
資産 

89 67 22 

合計 285 169 116 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定している。 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 52百万円

１年超 66  

合計 118  

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 42百万円

１年超 48  

合計 90  

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 50百万円

１年超 65  

合計 116  

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

相当額が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費 
相当額 

30百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 28百万円

減価償却費
相当額 

28百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 56百万円

減価償却費 
相当額 

56百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

(減損損失について) 

  リース資産に配分された減損

損失はないため、項目等の記載

は省略している。 

  

１年内 2百万円

１年超 2  

合計 4  

(減損損失について) 

同左 

  

１年内 11百万円

１年超 10  

合計 21  

(減損損失について) 

同左 

１年内 2百万円

１年超 1  

合計 3  

種     類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差  額 
(百万円) 

株     式 802 2,362 1,559 

債     券       

国 債 ・ 地 方 債 等 200 200 0 



(注) 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末時点における有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には原則

としてすべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、個々の銘柄の回復可能性等を判断して減損処理を行ってい

る。 

なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるもので、減損処理を行ったものはない。 

  

２ 時価評価されていない「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成18年9月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末時点における有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には原則

としてすべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、個々の銘柄の回復可能性等を判断して減損処理を行ってい

る。 

なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるもので、減損処理を行ったものはない。 

  

２ 時価評価されていない「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

社           債 854 857 2 

合      計 1,857 3,420 1,562 

非上場株式 53百万円 

MMF(マネー・マネージメント・ファンド)等 1,146百万円 

種     類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差  額 
(百万円) 

株     式 1,018 2,435 1,416 

債     券       

国 債 ・ 地 方 債 等 200 199 △  0 

社           債 654 653 △  1 

合      計 1,873 3,288 1,414 

非上場株式 44百万円 

MMF(マネー・マネージメント・ファンド)等 273百万円 



Ⅲ 前連結会計年度(平成18年3月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 有価証券について、当連結会計年度においては著しく下落した銘柄がないため、減損処理を行っていない。 

 なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末時点における有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

原則としてすべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、個々の銘柄の回復可能性等を判断して減損処理を行っ

ている。 

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日  至 平成17年9月30日) 

  当社グループはデリバティブ取引を行なっていないので、該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日) 

 該当事項はない。 

 なお、期日前解約特約付変動金利定期預金は、時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いて

いる。 

  

前連結会計年度(自 平成17年4月1日  至 平成18年3月31日) 

  当社グループはデリバティブ取引を行なっていないので、該当事項はない。 

種      類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差  額 
(百万円) 

株     式 977 2,385 1,407 

債     券       

国 債 ・ 地 方 債 等 200 199 △  0 

社           債 654 652 △  2 

合     計 1,832 3,237 1,404 

非上場株式 50百万円 

MMF(マネー・マネージメント・ファンド)等 532百万円 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日)及び 

当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

事業の種類として「電気通信工事事業」及び「その他の事業」に区分しているが、全セグメントの売上高の合

計、営業利益の合計額に占める「電気通信工事事業」の割合が、いずれも90％を超えているため、中間連結財務諸

表規則様式第一号(記載上の注意10)に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

事業の種類として「電気通信工事事業」及び「その他の事業」に区分しているが、当連結会計年度については、

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「電気通信工事事業」の

割合が、いずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦以外に所在する支店および連結

子会社がないため、記載を省略した。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高がないため、記載を省略

した。 

  

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

  
  

(注) 1  1株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
2  1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

 該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

１株当たり純資産額 761円75銭 １株当たり純資産額 753円15銭 １株当たり純資産額 771円20銭

１株当たり中間 
純利益金額 

2円31銭
１株当たり中間
純利益金額 

1円61銭
１株当たり当期
純利益金額 

26円59銭

潜在株式調整後１株当たり 
中間純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

  潜在株式が存在しないため記載

していない。 
    同左 同左 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益(百万円) 46 32 596

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 63

（うち利益処分による役員賞与金） 
(百万円) 

― ― 63

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円) 

46 32 532

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,047 20,037 20,043

  
前中間連結会計期間末
平成17年9月30日 

当中間連結会計期間末
平成18年9月30日 

前連結会計年度末 
平成18年3月31日 

純資産の部の合計額(百万円) ― 15,606 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額 

(百万円) 
― 516 ― 

(うち少数株主持分) ― 516 ― 

普通株式に係る中間期末の純資産額 

(百万円) 
― 15,090 ― 

1株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末の普通株式の数(千株) 
― 20,036 ― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

該当事項はない。 同左 同左 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区     分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

現金預金   1,869   1,631   883   

受取手形 ※3 87   41   108   

完成工事未収入金  5,119   5,399   9,610   

有価証券  1,072   400   358   

未成工事支出金  1,825   1,865   700   

材料貯蔵品  35   10   9   

未収入金   934   1,218   992   

その他   298   208   311   

貸倒引当金   △   1   △   1   △   1   

流動資産合計   11,242 56.5 10,774 53.4 12,975 58.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※1             

建物   1,251   1,839   1,889   

土地   2,387   2,297   2,297   

その他   363   377   392   

計   4,002   4,514   4,579   

２ 無形固定資産   321   322   326   

３ 投資その他の資産               

投資有価証券   3,447   3,104   3,354   

繰延税金資産   513   647   608   

その他   380   813   346   

貸倒引当金   △    7   △    8   △    7   

計   4,334   4,556   4,301   

固定資産合計   8,658 43.5 9,393 46.6 9,207 41.5 

資産合計   19,901 100.0 20,168 100.0 22,182 100.0 

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区     分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

工事未払金   2,562   3,033   4,294   

未払法人税等  36   50   286   

未成工事受入金  153   117   157   

完成工事補償引当金   1   2   2   

その他 ※２ 755   656   928   

流動負債合計  3,509 17.6 3,860 19.2 5,669 25.5 

Ⅱ 固定負債               

退職給付引当金   2,299   2,484   2,392   

その他   177   105   88   

固定負債合計   2,477 12.5 2,589 12.8 2,480 11.2 

負債合計   5,986 30.1 6,450 32.0 8,149 36.7 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   2,847 14.3 ― ― 2,847 12.8 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   2,641   ―   2,641   

資本剰余金合計   2,641 13.3 ― ― 2,641 11.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   711   ―   711   

２ 任意積立金   6,851   ―   6,851   

３ 中間(当期)未処分利益   296   ―   519   

利益剰余金合計   7,860 39.5 ― ― 8,082 36.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   916 4.6 ― ― 817 3.7 

Ⅴ 自己株式   △  352 △1.7 ― ― △  357 △1.6 

資本合計   13,914 69.9 ― ― 14,033 63.3 

負債資本合計   19,901 100.0 ― ― 22,182 100.0 

    



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区    分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   ―   2,847 14.1 ―   

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―   2,641   ―   

資本剰余金合計   ―   2,641 13.1 ―   

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―   711   ―   

(2) その他利益剰余金               

株主配当積立金   ―   756   ―   

建物圧縮積立金   ―   60   ―   

別途積立金   ―   5,832   ―   

繰越利益剰余金   ―   401   ―   

利益剰余金合計   ―   7,761 38.5 ―   

４ 自己株式   ―   △  358 △1.8 ―   

株主資本合計   ―   12,892 63.9 ―   

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券 
  評価差額金 

―   825   ―   

評価・換算差額等合計   ―   825 4.1 ―   

純資産合計   ―   13,718 68.0 ―   

負債純資産合計   ―   20,168 100.0 ―   

    



② 【中間損益計算書】 
  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日)

区     分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高 ※1   12,641 100.0   13,201 100.0   31,673 100.0 

Ⅱ 完成工事原価 ※2   11,240 88.9   11,825 89.6   28,206 89.1 

完成工事総利益     1,400 11.1   1,375 10.4   3,466 10.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,193 9.5   1,101 8.3   2,447 7.7 

営業利益     206 1.6   274 2.1   1,019 3.2 

Ⅳ 営業外収益                     

受取利息   4     4     9     

その他   51 56 0.4 63 67 0.5 98 107 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

子会社出向者 
人件費等負担金 

114 112 249   

その他   4 118 0.9 3 115 0.9 5 254 0.8 

経常利益 
  

  144 1.1 226 1.7   871 2.7

Ⅵ 特別利益                     

前期損益修正益 ※5 27     ―     20     

      投資有価証券売却益   ― 27 0.2 0 0 0.0 115 136 0.4 

Ⅶ 特別損失                     

固定資産除却損 ※6 3     2     3     

固定資産売却損 ※7 71     0     77     

減損損失 ※8 4     ―     89     

社名変更費用   18     ―     23     

特別退職金 ※9 2     ―     ―     

その他特別損失   6 106 0.8 ― 3 0.0 14 208 0.6 

税引前中間(当期)純利益     65 0.5   223 1.7   800 2.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

※10 11 20 397   

法人税等調整額    21 32 0.3 78 99 0.8 △ 53 344 1.1 

中間(当期)純利益     33 0.3   124 0.9   455 1.4 

前期繰越利益     263     ―     263   

中間配当額     ―     ―     200   

中間(当期)未処分利益     296     ―     519   

        



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 
  

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。 
  

  
株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 2,847 2,641 2,641 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当 (注)       

 役員賞与 (注)       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 その他利益剰余金の内訳 
科目間の振替       

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 

平成18年9月30日残高(百万円) 2,847 2,641 2,641 

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 
株主配当 
積立金 

建物圧縮

積立金 
別途

積立金 
繰越利益

剰余金 

平成18年3月31日残高(百万円) 711 956 63 5,832 519 8,082 △ 357 13,215 

中間会計期間中の変動額                 

 剰余金の配当 (注)         △ 400 △ 400   △ 400 

 役員賞与 (注)         △  45 △  45   △  45 

 中間純利益         124 124   124 

 自己株式の取得             △    0 △    0 

 その他利益剰余金の内訳 
科目間の振替   △ 200 △   3   203       

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △ 200 △   3 ― △ 117 △ 321 △    0 △ 322 

平成18年9月30日残高(百万円) 711 756 60 5,832 401 7,761 △ 358 12,892 

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 817 817 14,033 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当 (注)     △  400 

 役員賞与 (注)     △   45 

 中間純利益     124 

 自己株式の取得     △     0 

その他利益剰余金の内訳 
科目間の振替       

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 7 7 7 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 7 7 △  314 

平成18年9月30日残高(百万円) 825 825 13,718 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

   ① 子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

 ① 子会社株式 

     同左 

 ① 子会社株式 

同左 

   ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

     中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

 ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定) 

 ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

     期末決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

     時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

   ① 未成工事支出金 

     個別法による原

価法 

 ① 未成工事支出金 

同左 

 ① 未成工事支出金 

同左 

   ② 材料貯蔵品 

     先入先出法によ

る原価法 

 ② 材料貯蔵品 

同左 

 ② 材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については定額

法)を採用している。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりである。 

建物及び構築物 

3～50年

機械装置及び 

車両運搬具 3～14年

工具器具及び備品 

5～10年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用してい

る。 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用している。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  
  
  
  
会計処理の変更 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、

過去の補償実績による見

積額を計上している。 

(2) 完成工事補償引当金 

同左 

(2) 完成工事補償引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上している。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により翌期から費用

処理することとしてい

る。 

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

することとしている。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の見込額

に基づき計上している。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてい

る。 

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

することとしている。 

  

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上している。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上している。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) ――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 



  
  

  

  

  

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日)を適用

している。 

これにより、税引前中間純利益が4

百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除している。 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計

基準第4号 平成17年11月29日)を

適用している。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が、それぞ

れ22百万円減少している。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示 

に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第5号

平成17年12月9月)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第8号 平成17年12

月9日)を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、13,718百万円であ

る。 

なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

  

  当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日)を適用している。 

 これにより、税引前当期純利益

が89百万円減少している。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年9月30日) 

前事業年度末 
(平成18年3月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,105百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,259百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,187百万円 

※２ 消費税等の取扱い 
※２ 消費税等の取扱い ――――― 



  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。 

――――― 

  

  

同左 

  

  

  

  

※３  中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

る。 

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期

間末日の残高に含まれている。 

  受取手形      3百万円 

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

※１ 完成工事高には、電気通信端

末機器等の商品売上高139百万

円が含まれている。 

※１ 完成工事高には、電気通信端

末機器等の商品売上高74百万円

が含まれている。 

※１ 完成工事高には、電気通信端

末機器等の商品売上高297百万

円が含まれている。 

※２ 完成工事原価には、電気通信

端末機器等の商品売上原価120

百万円が含まれている。 

※２ 完成工事原価には、電気通信

端末機器等の商品売上原価61百

万円が含まれている。 

※２ 完成工事原価には、電気通信

端末機器等の商品売上原価249

百万円が含まれている。 

 ３ 過去一年間の完成工事高 

   当社の完成工事高は、事業年

度の上半期の完成工事高と下半

 ３ 過去一年間の完成工事高 

   当社の完成工事高は、事業年

度の上半期の完成工事高と下半

――――― 



  

期の完成工事高との間に季節的変動

があり著しい相違がある。 

   なお、当中間期末に至る一年

間の完成工事高は次のとおりで

ある。 

前事業年度 
下半期 

17,093 百万円

当中間期 12,641   

  計 29,734   

期の完成工事高との間に季節的変動

があり著しい相違がある。 

   なお、当中間期末に至る一年

間の完成工事高は次のとおりで

ある。 

前事業年度
下半期 

19,032百万円

当中間期 13,201  

  計 32,233  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 97百万円

無形固定資産 40  

  計 137  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 104百万円

無形固定資産 42  

  計 147  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 216百万円

無形固定資産 81  

  計 297  

※５ 前期損益修正益の主なもの

は、前期未払賞与と支給額の差

額11百万円、前期仕入高修正6

百万円である。 

――――― ※５ 前期損益修正益の主なもの

は、前期未払賞与と支給額の差

額11百万円、前期仕入高修正6

百万円である。 

※６ 固定資産除却損の主要項目 

   工具器具及び備品 3百万円 

※６ 固定資産除却損の主要項目 

   建物及び構築物    0百万円 

      その他有形固定資産 2百万円 

※６ 固定資産除却損の主要項目 

建物及び構築物    0百万円 

   その他有形固定資産 3百万円 

※７ 固定資産売却損の主要項目 

   建物        7百万円 

   土地       63百万円 

※７ 固定資産売却損の主要項目 

   機械及び運搬具     0百万円 

                 

※７ 固定資産売却損の主要項目 

建物及び構築物    9百万円 

土地        68百万円 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

※８ 減損損失 

   当中間会計期間において、

当社は以下の資産について減

損損失を計上した。 

当社は、事業用資産につい

ては管理会計上の区分を基準

として拠点別に、遊休資産に

ついては個別の物件ごとにグ

ルーピングしている。 

鹿角市の土地については営

業所用地として取得していた

が、使用見込みがなくなった

ことにより、帳簿価格を回収

可能価額まで減額し、当該減

損額を減損損失4百万円として

特別損失に計上したものであ

る。 

なお、回収可能価額は正味

売却価額により測定してお

り、近隣の取引事例を基準と

して算定している。 

  

場所 用途 種類 

秋田県 

鹿角市 
遊休 土地 

――――― 

    

  

  

※８ 減損損失 

        当事業年度において、当

社は以下の資産について減

損損失を計上した。 

当社は、事業用資産について

は管理会計上の区分を基準とし

て拠点別に、遊休資産について

は個別の物件ごとにグルーピン

グしている。 

      鹿角市の土地については営

業所用地として取得、また一

関市の土地・構築物について

は営業所用地として使用して

いたが、今後使用見込みがな

くなったため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該

減損額を減損損失89百万円

(内、土地87百万円、構築物1

百万円)として特別損失に計

上したものである。 

       なお、回収可能価額は正

味売却価額により測定して

おり、鹿角市の土地につい

ては近隣の取引事例、また

一関市の土地については不

動産鑑定評価額を基準とし

て算定している。 

場所 用途 種類 

秋田県 

鹿角市 
遊休 土地 

岩手県 

一関市 
〃 

土地・ 

構築物 

※９  特別退職金は早期退職優遇

措置による退職者の特別加算

金である。 

――――― ――――― 

※10  法人税、住民税及び事業税

額の算定に当たり、当事業年

度の利益処分において取崩す

ことを予定している建物圧縮

積立金の額を考慮している。 

※10 法人税、住民税及び事業税額

の算定に当たり、当事業年度に

取崩すことを予定している建物

圧縮積立金の額を考慮してい

る。 

――――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加   1千株 

   

  

  

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(千株) 

当中間会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間会計期間末 

株式数(千株) 

普通株式 1,188 1 ― 1,189 



(リース取引関係) 

  

  
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはない。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

  

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 4 0 3

工具 
器具 
備品 

37 22 15

合計 42 23 18

  

  

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 4 1 2

工具 
器具 
備品 

33 26 7

合計 38 27 10

 
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
  

(百万円) 
車両
運搬具 4 1 3 

工具
器具 
備品 

37 26 11 

合計 42 27 14 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 8百万円

１年超 10  

合計 18  

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 5百万円

１年超 5  

合計 10  

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 6百万円

１年超 7  

合計 14  

   なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。 

同左    なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費 
相当額 

6  

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 3百万円

減価償却費
相当額 

3

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 10百万円

減価償却費 
相当額 

10  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略している。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について) 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について) 

同左 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 1  1株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
2  1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

１株当たり純資産額 694円24銭 １株当たり純資産額 684円69銭 １株当たり純資産額 698円10銭

１株当たり中間 

純利益金額 
1円66銭

１株当たり中間 

純利益金額 
6円21銭

１株当たり当期 

純利益金額 
20円50銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

   潜在株式が存在しないため記載

していない。 
       同左        同左 

  
前中間会計期間

(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益 (百万円) 33 124 455 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 45 

（うち利益処分による役員賞与金） 

(百万円) 
― ― 45 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
33 124 410 

普通株式の期中平均株式数 

(千株) 
20,047 20,037 20,043 

  
前中間会計期間末
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年9月30日) 

前事業年度末 
(平成18年3月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) ― 13,718 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額 

(百万円) 
― ― ― 

普通株式に係る中間期末の純資産額 

(百万円) 
― 13,718 ― 

1株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末の普通株式の数(千株) 
― 20,036 ― 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 



  

(2) 【その他】 

 第54期(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)中間配当については、平成18年11月14日開催の取締 

役会において、平成18年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、 

次のとおり中間配当を行うことを決議した。 

 ① 中間配当金総額                 200百万円 

 ② 1株当たり中間配当金                     10円00銭 

 ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成18年11月28日 

  

該当事項はない。 同左 同左 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、東北財務局長に提出した証券取引法第25条第１項

各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第53期(自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日)平成18年6月29日提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はない。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 ＴＴＫ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＴＴＫの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年4月1日から平成17年9

月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＴＴＫ及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準が適用されること

となったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月12日

取  締  役  会    御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

 
公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指  定  社  員
業務執行社員

 
公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 ＴＴＫ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＴＴＫの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＴＴＫ及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成18年12月12日

取  締  役  会    御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

 
公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指  定  社  員
業務執行社員

 
公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 ＴＴＫ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＴＴＫの平成17年4月１日から平成18年3月31日までの第53期事業年度の中間会計期間(平成17年4月1日から平成17年9

月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ＴＴＫの平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとな

ったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

平成17年12月12日

取  締  役  会   御中 

監査法人 トーマツ   

指  定  社  員
業務執行社員

 
公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指  定  社  員
業務執行社員

 
公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 ＴＴＫ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＴＴＫの平成18年4月１日から平成19年3月31日までの第54期事業年度の中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ＴＴＫの平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年4月1日から

平成18年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

平成18年12月12日

取  締  役  会   御中 

監査法人 トーマツ   

指  定  社  員
業務執行社員

 
公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指  定  社  員
業務執行社員

 
公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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